
このような課題を解決し、目指すべき次世代の学校・教育現場を実現するために、
① 遠隔教育の推進による先進的な教育の推進
② 教師・学習者を支援する先端技術の効果的な活用
③ 先端技術の活用のための環境整備

に係る方策（「新時代の学びを支える先端技術の活用推進方策」）を提示

新時代の学びを支える先端技術活用推進方策（中間まとめ）【概要】

学校では教育用コンピュータや無線ＬＡＮの
整備は不十分

学校で使うための機器は、教師のニーズや働
き方に照らして必要な機能は何かが明確で
はなく、高価

ハード上の課題

どのような場面でどのような機器を利活用
することが子供たちにとって効果的なのか
明らかでない

異なる指標を使ってデータを収集しており、
データの連結ができず、教育の質の向上に
十分に活用されていない。

セキュリティの確保やプライバシー保護の観
点から、データの利活用が進んでいない。

利活用上の課題

目指すべき次世代の学校・教育現場目指すべき次世代の学校・教育現場
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【参考】文部科学省が目指す次世代の学校・教育現場（具体的イメージ）

意見・回答の即時の
共有を通じた効果的な

協働学習

知識・技能の定着を助ける
個別最適化（ＡＩ）ドリル

遠隔技術を活用した他地域の
子供たちの学び合い病院に入院している子供と

教室をつないだ学び

目指すべき次世代の学校・教育現場

「子供の力を最大限引き出す学び」を実現するため、
ICTを基盤とした遠隔技術などの最適な先端技術を活用

学習履歴、体調、人間関係等
収集された様々なデータ分析
を踏まえた効果的な指導

安全性を担保した
教育データの

ポータビリティの実現

個々の教師・子供に
最適な教材・指導案
（教育コンテンツ）の

提供

2

良質な
授業・コンテンツの

提供

教師の経験知と科学的視点の
ベストミックス

（ＥＢＰＭの促進）

児童生徒の
効果的な
学びの支援

校務の効率化

遠隔技術を活用した
教員研修

校務支援システムを
活用した校務の効率化

遠隔技術を活用した
大学と高校の連携授業



① 遠隔教育の推進による先進的な教育の推進

○ 右記の整理に基づいて、先端技術を活用するにあたって、どのような場面で使うこと

が効果的なのかについて整理した基本的な考え方等について今後整理。

【推進施策１】 遠隔教育の連携先の紹介をはじめとした様々な支援・助言が受けられる環境の整備

○ 実施したいタイミングで、負担なくできるよう、遠隔教育を希望する学校が、他の学校や国公私立大学をはじめとした高等教育機関、民間企業等の相手先などを
容易に探すことができるような支援や技術的助言等を得られるように、国公私立大学や様々な関係機関に協力を要請

【推進施策２】 「遠隔教育特例校」の創設を含めた、実証的取組の推進

○ 「遠隔教育システム導入実証研究事業」を通じた実証事例の創出

○ 「遠隔教育フォーラム（仮）」の開催等を通じ、収集されたグッドプラクティスを周知し、全国における取組を促進。

○ 高等学校段階の病気療養中に生徒に対する遠隔教育の要件を緩和

○ さらなる多様な展開を希望する地方公共団体等のニーズに対応することができるようにするため、中学校における新たな特例校制度

（遠隔教育特例校制度（仮））を創設し、実証的取組を行う。（2019年度に特例校を認定・取組開始）

詳細：本体Ｐ６

詳細：本体Ｐ７

遠隔教育を実施したいが、できていない学校の割合・・・・・・・2023年度 ０％（※初等中等教育段階の学校）
＜遠隔教育のＫＰＩ設定＞ ※2019年3月現在 454自治体（全自治体の約25％）において遠隔教育を実施したいが実施できない学校がある

【推進施策３】 遠隔教育を実施するための基盤として、「SINET」の初等中等教育への開放

詳細：本体Ｐ９

詳細：本体Ｐ１３

② 教師・学習者を支援する先端技術の効果的な活用



③ 先端技術の活用のための環境整備

（見直しの方向性）
○ クラウドの活用を前提（クラウド・バイ・デフォルト）とした記述の検討
○ ネットワーク構築の在り方について、より柔軟なセキュリティ確保モデルの提示
○ 児童生徒にデータ等を還元することを念頭に置いた 「情報資産分類」 の見直し

【推進施策２】 パブリッククラウドの利活用に向けた「教育情報セキュリティ
ポリシーに関するガイドライン」の在り方の検討

詳細：本体Ｐ１６

今後、希望する初等中等教育段階の学校が 「SINET」 を利用できる環境の整備
に向け、「SINET」 の活用モデルを、６月末までに検討・提示。

【推進施策１】 世界最高速級の学術通信ネットワーク 「SINET」
の初等中等教育への開放

詳細：本体Ｐ１３

○ 市町村ごとの整備状況や地方財政措置状況等を「見える化」。
○ 「ICT活用教育アドバイザー」 による市町村担当者などを対象とした説明会開催や
常時相談体制整備、また、具体的な内容に関する手引きの最新版を公表。

○ 独立行政法人教職員支援機構による、各地域でのICT活用に関する指導者の
養成研修の実施

○ 「教育の情報化に関する手引」を夏頃を目途にまとめ、教員へよりわかりやすく具体
的なICT活用の方策の提示。

○ ICT機器の活用による健康面への影響についての調査研究の実施。

【推進施策４】学校のＩＣＴ環境の現状・課題を踏まえた
関係者の専門性を高める取組の推進

詳細：本体Ｐ１９

※ 併せて、文部科学省は、
○ 「全国ICT教育首長協議会」と連携し、全国の首長への強力な
協力要請

○ 各種調査等のオンライン化や各種会議の遠隔システムの利用促進
による、教育行政からのICT必須化（ICTの効果的な活用）を
通じて、自治体や学校がICTを日常的に利活用する素地を醸成。

遠隔教育や動画等の教育コンテンツを円滑に
利用できない
⇒ 推進施策（１）

個別のサーバー
（自治体内に設置）

教育委員会等

学校

学校

学校
サーバやネットワークの維持管理等に費用・手間
がかかる
情報セキュリティの確保とデータ利活用のバランス
が必ずしも取れていないため、教育データの連携
が困難
⇒ 推進施策（２）

学校のICT環境に、大きな地域間格差
ICT機器の必要なスペックが不明確で、
導入している機器が高価
ICTの活用による健康面等への影響に関する不安
⇒ 推進施策（３）（４）

詳細：本体Ｐ○

ICT活用教育アドバイザーのこれまでの経験等をもとに、学校設置者に対し、環境整備に
係る費用を低減する具体的モデルを例示

【推進施策３】 安価な環境整備に向けた具体策の検討・提示
詳細：本体Ｐ１８

※ 経済産業省をはじめとした関係省庁と連携しながら検討
併せて、民間企業等にも、学校へのハードやサービスの提供モデルの大幅転換を期待。

※ 必要に応じ総務省等と連携し、夏頃を目途に改訂


